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報告 

無料公衆無線LAN整備促進協議会  （会長：小林 忠男 無線LANビジネス推進連絡会 会長） 

第5世代モバイル推進フォーラム（5GMF） （会長：吉田 進 京都大学 特任教授・名誉教授） 

４K・8Kロードマップに関するフォローアップ会合  （座長：伊東 晋 東京理科大学理工学部 教授） 

（一社）次世代放送推進フォーラム （理事長：須藤 修 東京大学大学院情報学環・学際情報学府 教授） 

公共交通オープンデータ協議会 
（会長：坂村 健 東京大学大学院情報学環・学際情報学府  教授、ＹＲＰﾕﾋﾞｷﾀｽ･ﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞ研究所所長） 

（一社）オープン＆ビッグデータ活用・地方創生推進機構(VLED) 
（理事長：坂村 健 東京大学大学院情報学環・学際情報学府、ＹＲＰﾕﾋﾞｷﾀｽ･ﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞ研究所所長） 
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スポーツ×ＩＣＴ ワーキンググループ  （主査：阿江 通良 筑波大学 教授） 

無料Wi-Fiの整備促進、周知広報、利用開始手続きの簡素化・一元化 

グローバルコミュニケーション開発推進協議会  （会長：須藤 修 東京大学大学院情報学環 教授） 

(一社) 放送コンテンツ海外展開促進機構（BEAJ） （会長：岡 素之 住友商事（株） 相談役） 

５Ｇの研究開発及び国際連携・標準化の推進、2020年での実用化 

多言語音声翻訳技術の研究開発、実証の推進、10言語程度の社会実装 

放送コンテンツの海外展開の促進 

４Ｋ・８Ｋの実用放送の実現及び活用場面の拡大 

スポーツ分野におけるＩＣＴの利活用方策の明確化 

オープンデータの利用環境の整備、公共情報提供ワンストップサービスの実現 

（一社）デジタルサイネージコンソーシアム  （理事長：中村 伊知哉 慶應義塾大学 教授） 

デジタルサイネージワーキンググループ  （主査：中村 伊知哉 慶應義塾大学 教授） 

連携・協力 
報告 

デジタルサイネージの機能の拡大（相互接続性確保）、普及 

情報セキュリティ アドバイザリーボード （座長：徳田 英幸 慶應義塾大学 環境情報学部 教授） 

世界一安全なサイバー空間の実現 

連携・協力 

等 

高度な映像配信サービス 

連携・協力 

連携・協力 

都市サービスの高度化 

都市サービス高度化ワーキンググループ 
（主査：坂村 健 東京大学大学院情報学環 教授、ＹＲＰﾕﾋﾞｷﾀｽ･ﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞ研究所所長） 

報告 
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都市サービスの高度化に関する検討体制 

報告 

都市サービス高度化ワーキンググループ 
（主査：坂村 健 東京大学大学院情報学環 教授、ＹＲＰﾕﾋﾞｷﾀｽ･ﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞ研究所所長） 

報告 

サービス検討サブワーキンググループ 

（主査：坂村 健 東京大学大学院情報学環 教授、 

ＹＲＰﾕﾋﾞｷﾀｽ･ﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞ研究所所長） 

サービス側面からの 

シナリオメーキング会議（仮称） 

 

報
告 

２０２０年に向けた社会全体のＩＣＴ化推進に関する懇談会 
座長：岡 素之 住友商事株式会社相談役） 

 

幹事会 
 

（主査：坂村 健 東京大学大学院情報学環・教授ＹＲＰﾕﾋﾞｷﾀｽ･ﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞ研究所所長 

報告 
技術検討サブ 

ワーキンググループ 
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都市サービスの高度化の実現に向けて サービス検討ＳＷＧの目的 

 １）先行導入地域：２０１５年度中に、デジタルサイネージの相互運用性や具体的なサービスの検証を実施する 
             地域を決定。 
             （候補例） 港区、竹芝地区、成田・幕張地区、六本木・虎ノ門地区、渋谷地区 
  
 ２）推進体制、サービス主体：２０１５年度中に検討体制整備 
                    ２０１６年度中に先行導入地域での検証、一部導入の実現 
  

１．目 標 

２０１９年までに、災害時の一斉情報配信等の実現に向け、デジタルサイネージの相互運用性を確保。 

スマートフォンやデジタルサイネージ、交通系ＩＣカード等のＩＣＴを横串で活用し、外国人観光客等が、その属性(言
語等)や位置に応じた情報入手を可能とするとともに、それらを活用してキャッシュレスかつスムーズに移動できる
環境を整備。 

それに向け、必要となる公共情報（観光情報、Lアラート等防災情報等）のオープン・データについて、共通的な利
用を可能とする環境の整備。 

２．アクションプラン 
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 スマートフォンや交通系ＩＣカードをトリガーとして、訪日外国人、高齢者障がい者等誰もが利便性 
 あるサービスの実現に向けて、『いつまでに、だれが、何を実現するのか』を明確化。 



これまで指摘のあった具体的なサービス・イメージ(例) 

各ユースケース 具体的サービス事例 

ホテル等宿泊関係 

・災害時等緊急時において、災害情報、避難所情報、交通情報、避難経路等を 
デジタルサイネージとスマートフォン等を連携させて安全に誘導。 
・ICカードと紐づけられたパスポートのPDF情報等を活用した、ホテル等でのチェック
イン手続きの簡素化 

コンビニ 
・ICカードと紐づけられたパスポート情報を活用した、免税手続きの簡素化(書類の
記入等) 
・多言語対応による外国人客の迅速な案内 

百貨店、ショッピング 
モール等 

・ICカードと紐づけられたパスポート情報を活用した、免税手続きの簡素化(書類の
記入等) 
・デジタルサイネージで利用者の属性（言葉等）に応じた情報提供、Ｗｉ－Ｆｉ等のシン
グルサインオンのアプリ 

美術館等 
・公共競技場や美術館・博物館等のチケットとして活用 
・常設展示や企画展示など入場区分がある場合での入退室管理 

ファーストフード系 
・ハラル情報等が表示され安心した食事の提供 
 

交通系事業者 
・タクシーで話さなくても、読み取り機にかざせば事前に登録しておいた行き先を 
表示。スムーズな意思疎通。 
・旅行者の動向把握等 

決済 
・クレジットカードとの連携 
 

4 



交通系ICカードの利用例 5 

ユーザーの持つカードとアプリを中心とした
多様なサービス提供チャンネル 

 カードのみでも道案内 

使用言語やブックマークに応じた案内 属性確認による最適なサービス 

 
 

 
 交通系ＩＣカードは、地域間での相互利用も進展し、電車、バスなどでの乗り降りはもちろん、コンビニ等での買い物等ができるなど利
便性あるサービスが実現している。スマートフォンでも、交通系ＩＣカード対応のもので同様の機能が利用できる。おもてなしＩＣカード
として大きな期待がある。 

 今後アクションプランに基づき、具体的なサービス等の検討が行われるが、利用者からみて、利便性ある分かりやすいサービスの実現を
目指す。 

COPYRIGHT © 2015 by Ken SAKAMURA 



都市サービス高度化の推進 6 

滞在中 競技中 移動 入国 

スマートな 
支払い、チェックイ
ン、入館手続き 等 

多言語による情報入手、 
入場手続き 等 

スマートな移動 
等 

 属性情報配信ルール 

個人ＩＤ 
アクセストークン等 

タッチ！ タッチ！ タッチ！ 

連携 

属性(言語等)に
応じた情報提供 

・・・・ 

ICｶｰﾄﾞ ICｶｰﾄﾞ ICｶｰﾄﾞ 

災害情報 
サーバー 

翻訳 
サーバー 

地域情報 
サーバー 

オリパラ情報等 
サーバー 

属性情報 
ＤＢ 

個人ＩＤ 
ＤＢ 

※カード製造番号等 
 性別 
 年齢 
 出身（言語） 
 目的地 
 デポジット金額 
 ・・・  等 

属性情報 
の登録 

災害情報等の 
入手 

※受けたいサービスに応じて情報登録 



都市サービス高度化
WG 

１０月～１２月 

懇談会 

サービス検討SWG 

２～３回開催予定 

【第１回開催】 

今後のスケジュール（案） 7 

４月～６月 １月～３月 ７月～ 

【第３回開催】 

３～４回開催予定 

SWGでとりまとめた内容 
を報告 

【第４回開催予定】 【第５回開催予定】 

中間報告 

アクションプラン 
改定案の策定 

SWGでの意見とりまとめ 

アクションプラン 
改訂 

中間報告 

【アクションプラン】 
○２０１５年度中に、デジタルサイネージ
の相互運用性や具体的なサービスの検
証を実施する地域を決定 
○２０１５年度中に検討体制整備 

【アクションプラン】 
２０１６年度中に先行導入地域 
での検証、一部導入の実現 



（参考）外国人旅行者が困ったこと、免税手続きについて 

出所）観光庁「外国人旅行者の日本の受入環境に対する不便・不満」  出所）日本政策投資銀行 
「アジア8地域・訪日外国人旅行者の意向調査」 
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野村総合研究所作成資料（2020年に向けた社会全体のICT化推進に関する懇談会 幹事会 第５回（６/３）） 
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